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地域公共交通会議設置要綱の改正（案） 

及び運賃料金協議会設置要綱の策定（案） 

 

 令和５年 10 月１日付けで道路運送法の改正があり、その中で地方自治体各位が行うコミ

ュニティバス（乗合バス・乗合タクシー）の協議運賃に関する取扱いの改正があった。この

改正内容を東浦町地域公共交通会議設置要綱に反映するため、令和６年４月１日付けで東浦

町地域公共交通会議設置要綱の一部を改正するとともに、東浦町運賃料金協議会設置要綱

を策定します。 

【補足】道路運送法の改正（協議運賃に関する主な変更点） 

 改正以前 

各自治体が道路運送法上にて行っている地域公共交通会議にて協議・決定する。 

 改正以降 

地域公共交通会議では決定が不可となり、道路運送法第９条第４項に掲げる者のみで

構成される別の協議会（運賃料金協議会）にて決定する。 

 

 

（１）改正内容                                   

 上記の改正理由を反映するほか、設置要綱上の記載を一部変更する。改正内容は下表のと

おりである。 

表１ 東浦町地域公共交通会議の設置要綱の改正内容 

 内容 

１ 協議事項から運賃・料金に関する事項を省く。 

２ 町長が委員の任命又は委嘱をしていたものを会長が行うものとする。 

３ 町長が副会長および監事の任命していたものを会長が行うものとする。 

４ 報償費について明記する。 

５ 負担金の使途に関する第 10条の別表（４）の町長を会長に置き換える。 

  

資料３ 

１ 設置要綱の改正・改正理由 

２ 地域公共交通会議設置要綱の改正 



2 

 

（２）新旧対照表                                  

 東浦町地域公共交通会議設置要綱の一部を次のように改正する。表２の「改正前の欄の条」

を「改正後の欄の条」に改める。 

表２ 東浦町地域公共交通会議設置要綱の新旧対照表 

改正後 改正前 

 （協議事項） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協

議するものとする。 

（１）地域の実情に応じた適切な旅客運送

の態様等に関する事項 

 

（２）から（４）まで 略 

 （組織） 

第３条 交通会議は、会長及び委員をもっ

て組織し、委員は30人以内とする。 

２ 会長は、町長又はその指名する者をも

って充て、会務を総理する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから、会長

が任命又は委嘱する。 

 

（１）略 

（２）略 

（３）略 

（４）略 

（５）略 

（６）略 

（７）略 

（８）略 

（９）略 

（10）略 

（11）略 

（12）略 

（13）略 

（14）略 

 

 （役員） 

第５条 交通会議に、副会長及び監事を置

 （協議事項） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協

議するものとする。 

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客

運送の態様及び運賃・料金等に関する

事項 

（２）から（４）まで 略 

 （組織） 

第３条 交通会議は、委員30人以内で組織

する。 

 

 

 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長

が任命又は委嘱する。 

（１）東浦町長又はその指名する者 

（２）略 

（３）略 

（４）略 

（５）略 

（６）略 

（７）略 

（８）略 

（９）略 

（10）略 

（11）略 

（12）略 

（13）略 

（14）略 

（15）略 

 （役員） 

第５条 交通会議に、会長、副会長及び監事
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き、副会長及び監事は委員のうちから会

長が指名する。 

２ 略 

３ 略 

 

 

 （会議） 

第６条 略 

２ 略 

３ 会長は、必要に応じて委員（第３条第３

項第 11 号から同項第 13 号までに掲げる

委員を除く。）の代理出席を認めるものと

する。 

４及び５ 略 

 （利用者部会） 

第７条 略 

２ 利用者部会の委員は、第３条第３項第

５号、第６号、第 12号及び第 13号に定め

る委員並びにその他の者で、内容により

会長が必要と認めたもので構成する。 

３ 略 

（報償費） 

第 13条 委員の報償費は、東浦町特別職の

職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和 36 年３月 27 日条例

第９号）の例により支給する。 

 （雑則） 

第 14条 略 

を置き、会長は町長又はその指名する者

をもって充て、副会長及び監事は委員の

うちから会長が指名する。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 略 

４ 略 

 （会議） 

第６条 略 

２ 略 

３ 会長は、必要に応じて委員（第３条第２

項第 12 号から同項第 14 号までに掲げる

委員を除く。）の代理出席を認めるものと

する。 

４及び５ 略 

 （利用者部会） 

第７条 略 

２ 利用者部会の委員は、第３条第５号、第

６号、第 13 号及び第 14 号に定める委員

並びにその他の者で、内容により会長が

必要と認めたもので構成する。 

３ 略 

 

 

 

 

 

 （雑則） 

第13条 略 

 別表を次のように改める。 

別表（第 10条） 

（１）報償費 講師謝金、委員等への謝礼 

（２）需用費 消耗品費、食糧費（会議用お茶代） 

（３）委託費 委託費 

（４）その他 上記以外で会長が認めるもの 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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（３）改正後の東浦町地域公共交通会議設置要綱                    

 改正後の東浦町地域公共交通会議設置要綱は以下のとおりである。 
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（１）運賃協議の手続き                               

 道路運送法の改正により、コミュニティバス（乗合バス・乗合タクシー）の運賃・料金は、

地域公共交通会議とは別の会議体（運賃料金協議会）で協議すること、及び、あらかじめ公

聴会の開催等の措置を講じることが規定された。なお、運賃協議手続きが必要な場合は下表

のとおりである。 

表３ 運賃協議が必要になる場合 

 内容 

１ 
新たに協議運賃を適用する路線または区域（以下「協議路線等」という。）を設定し

て運行する場合 

２ 
既に運行している協議路線等とは別の経路・区域で協議路線等を設定して運行する

場合 

３ 既に運行している協議路線等における運賃を改定する場合 

４ 

（路線定期運行または路線不定期運行のとき） 

既に運行している協議路線等の運賃が均一制運賃でない場合において、停留所を新

設（移設）する場合（ただし、停留所を移設する際、運賃に変更がない場合を除く） 

５ 

（区域運行のとき） 

既に運行している協議路線等の運賃が均一制運賃でない場合において、営業区域の

新設（拡大）または運送の区間を新設する場合 

【補足】協議運賃とは 

コミュニティバス（乗合バス・乗合タクシー）の運賃の変更については、通常は、国土交

通大臣が適正な原価に適正な利潤を加えたものであることを審査し許可する。しかし、運

賃についての規定を定める「道路運送法」では、この運賃を地元の合意形成の基で決定す

ることができると定められている（第９条第４項）。 

「協議運賃」とは、こうした方法で決定された運賃のことを言い、これに係る合意形成の

場が運賃料金協議会となる。 

  

３ 運賃料金協議会設置要綱の策定 
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（２）東浦町地域公共交通運賃料金協議会設置要綱                    

 東浦町地域公共交通運賃料金協議会設置要綱は以下のとおりである。 

 



9 

 

 

 

 


